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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、地域イノベーションを創出する組織間ネットワークの境界が、どの
ような要因によって規定されているのかを分析し、効果的なネットワークを構築するための課題を明らかにする
ことである。経済産業省「地域新生コンソーシアム研究開発事業」の終了プロジェクトから得られたデータを用
いて分析を行なった結果、成果の実用化に成功する確率は、参加メンバーの固定率に対してU字型の関係にある
ことが明らかになった。これは参加メンバーの固定率の高さが常にイノベーションに有利に作用するとは限らな
いことを示唆している。我々は、この発見事実を組織間ネットワークにおける「境界固定化の罠」と呼称するこ
とにした。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to analyze what factors determine the 
boundaries of inter-organizational networks that create regional innovation, and to clarify the 
challenges for building effective networks. As a result of analysis using the data obtained from the
 completed project of the METI’s "Local Regeneration Consortium Program for R & D ", the 
probability of successful practical application of the results is U-shaped with respect to the fixed
 rate of participating members. This suggests that the high fixed rate of participating members does
 not always favor innovation. We have decided to call this finding a "boundary-fixing trap" in 
inter-organizational networks.

研究分野： イノベーション・マネジメント

キーワード： 地域イノベーション　組織間ネットワーク　システムの境界
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研究成果の学術的意義や社会的意義
組織間ネットワークの特性がイノベーションに及ぼす影響については、その広域性と凝集性の効果をめぐって多
くの実証研究が行われてきたが、そもそもネットワークの境界はどのような要因によって規定されており、適切
な広域性等を意図的にコントロールできるのかといった論点が残されてきた。本研究ではネットワークの特性が
長期的に変化しない状態を固定率という指標により把握し、固定率を左右する経路依存性などを明らかにすると
ともに、イノベーションに及ぼす影響の両価性を発見したことによって、イノベーション・マネジメントにおけ
る課題を示すことができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 本研究の問題意識は、地域イノベーション・システム（Regional Innovation System: 以
下 RIS）と、社会ネットワーク分析という２つの研究領域の動向を背景としている。 
 RIS の概念は、1990 年代初頭に注目を集めた国レベルのイノベーション・システム
(National Innovation System: 以下 NIS)の概念が、その内部において空間的に同質的で
ある筈がないという視点に立脚するものとして、1990 年代後半以降に提起された。その理
論構成は、NIS の理論と同型的であり、NIS の空間的スケールを縮小したものとして捉え
ることができる。しかし、NIS に関する議論では、システムの境界を規定するものが国家
という行政単位であることが暗黙の前提とされてきたが、RIS においては「地域」が多元
的な意味を持つことから、何らかの行政単位（例えば、「州」、「県」、「市」等）によ
る同定を自明視することができず、その境界の捉え方は理論的な課題として残されてきた。 
 本研究の代表者らは、この課題に応えるため、RIS の境界を、行政単位のような人工的
な与件によって定義するのではなく、イノベーション活動を担うアクターの作動を通じて
自己言及的に生成されるものとして捉える視点を提起してきた。この視点は、生命システ
ム論の領域で提唱されたオートポイエーシス・システムの概念に依拠している。この視点
に立つとき、我々は自ずと新たな問題に直面することになる。第 1 に、RIS の境界を生成
するアクターの作動（すなわち作動の地域的な範囲）は、いかなる要因に規定されている
のかという問題であり、第 2 に、RIS の境界を画定するアクター間ネットワークの広域性
の程度は、イノベーションにどのような影響を及ぼすのかという問題である。 
 第 1 の問題を解く手掛かりは、社会ネットワーク分析から得られた。この領域における
先行研究は、アクター間ネットワークが開かれた特性を持ち、社会システムの境界が拡張
される傾向にある場合に伴うメリットと、反対にネットワークが閉じられており、社会シ
ステムが凝集的な集団としての特性を有する場合に生じるメリットの双方を検出している。 
 このうち、開かれたネットワークに伴うメリットの存在を示した研究は、新しく有益な
情報が広域的なネットワークを構成する弱い紐帯によってもたらされていることを指摘し
ており、その事実発見は「弱い紐帯の強さ」という命題に集約されている。一方、閉じら
れたネットワークから生じるメリットの存在は、アクター間の地理的な近接性とイノベー
ションの関係を実証的に分析した研究によって提示されてきた。また、閉じられたネット
ワークから生じるメリットの存在は、凝集的なネットワーク内部での互酬性の高さに注目
した研究でも示唆された。 
 これらの先行研究から得られる知見は、アクター間ネットワークが開かれた特性を持つ
場合には新しい多様な情報がもたらされるというメリットが生じ、逆に閉じられた特性を
持つ場合にはネットワーク内部での知識の普及が促されるというメリットが生じると要約
できる。これより、RIS の境界は、参加組織が開かれたネットワークのメリットを追求す
る程度が高ければ拡張し、閉じられたネットワークのメリットを追求する程度が高ければ
縮小するという仮説が立てられる。 
 以上の考察から、アクター間のネットワークが広域化することはイノベーションにどの
ような影響を及ぼすのかという第 2 の問題に対する仮説も導出される。開かれた広域的な
ネットワークは、新しく多様な情報を獲得する上では有利に作用するが、ネットワークの
凝集性を損なうことによって、知識の普及速度を低下させる可能性がある。新しい情報の
獲得と知識の普及が、ともにイノベーションの重要な要因であるとすれば、開かれたネッ
トワークがイノベーションに及ぼす効果は両価性を持つと想定できる。 
 本研究の代表者らが行った実証分析からは、上記の作業仮説を支持する結果が得られた。
すなわち、アクター間のネットワークは、地域的に集中し過ぎても逆に拡散し過ぎてもイ
ノベーションを妨げることが示され、この結果から、地域イノベーションを推進するため
のネットワークは適度にオープン化し、広域性の利点と凝集性の利点の同時追求を可能に
することが肝要であるとのインプリケーションが導出された。 
 ただ、どの程度のオープン化が最適なネットワークを形成するのかは、目的とするイノ
ベーションのタイプなどによって異なると考えられ、この点に踏み込んだ分析が課題とし
て残されることになった。また、ネットワークのオープン化の程度、すなわち地域システ
ムの境界は、そもそもコントロールすることが可能なのかという論点が、新たな検討課題
として提起されることになった。 
 



２．研究の目的 
 本研究は、上記の研究動向を背景とする検討課題に応えるため、地域イノベーションを
創出する企業を中心とした組織間ネットワークの境界（参加組織の範囲）が、どのような
要因によって規定されているのかを分析し、効果的な広域ネットワークを構築するための
経営課題を明らかにすることを目的に実施した。 
 
３．研究の方法 
 本研究課題では、ネットワークの広域性と凝集性に規定される RIS の境界がイノベーシ
ョンに及ぼす影響を分析するため、産業クラスター計画と密接な連携関係を持ち、ネット
ワークの形成に重点をおく事業として推進されてきた経済産業省「地域新生コンソーシア
ム研究開発事業」の採択プロジェクトを分析の対象として設定した。 
 分析に使用するデータには、当初、事業のフォローアップ調査による個票データの活用
を計画したが、個票データの利用が制約されたため、独自の質問票調査によりデータを収
集することとした。 
 研究の前段階では RIS に関連するイノベーション・エコシステムの研究動向をレビュー
する一方、地域の中核企業を事例研究の対象として M&A による企業境界の変化がイノベ
ーションに及ぼす影響を特許データにより分析し、それらの結果を踏まえて仮説の検討を
行なった。その上で質問票を設計し、当初、研究の最終年度となる予定であった 2019 年
度中の調査実施を計画したが、新型コロナウィルス感染拡大防止対策のため遅延を余儀な
くされたため、実施期間の延長を申請した。 
 調査は、上記事業のうち 2005 年度から 2007 年度に実施された委託事業プロジェクト
326 件を対象に、郵送法と Web 調査法を併用して 2020 年 12 月に実施し、132 件の有効
回答を得た（回収率 43.0%）。 
 このデータを用いて以下の仮説を検証した。 
 ・ネットワークの固定性（メンバーの新規参入や途中退出がほとんど発生せず、当該ネット

ワークの境界が長期的に変化しない状態）は、イノベーションの実現に有用な情報や機
能を提供できるアクターが当該ネットワークの主たる活動地域の外部に存在したとし
ても、地域を超えた境界の拡張が進まないことを意味しているため、ネットワークの
「広域性」とは負の関係を持つと考えられる。また、この状態は参加メンバーの機能
的な属性における「多様性」とも相反する傾向を持つであろう。一方、「広域性」と「多
様性」は、参加メンバーの拡張的な変動がもたらす結果を異なる観点から捉えた特性
記述であるため、正の相関を持つことが想定できる。 

 ・プロジェクトの成果を実用化や事業化といったイノベーションに結びつける上で参加
メンバーに何らかの不足が発生していた場合、その不足状態が中心的なメンバーによ
って適切に認識されていれば、その認識はイノベーションの成否と整合する。また、
一般的にネットワークの規模が大きく、広域性や多様性が高ければ参加メンバーの不
足が問題になる可能性は低いが、参加メンバーが固定的である場合は、その可能性が
高くなる。 

 ・参加メンバーの不足に対する認識が介在したか否かに関わらず、結果的にメンバーが
固定化した状態はイノベーションに何らかの影響を及ぼすと考えられる。メンバーの
固定性がもたらすネットワークの凝集性の高さがイノベーションに正の影響を及ぼす
ケースもあれば、ネットワーク外からの有用な情報や機能の取り込みを妨げることに
よってイノベーションに負の影響を及ぼすケースもあると考えられるため、両者の間
には非線形の関係が想定される。 

 
４．研究成果 
 分析の結果、以下の事実発見が得られた。 
 
 ①分析対象とした地域新生コンソーシアム研究開発事業により組織されたネットワーク

の平均的なイメージは、参加５機関のうち３機関が管理法人とプロジェクト開始前か
ら業務上の関係を持っていたというものである。 

 ②開始前からの業務関係を基に組織されたプロジェクトでは、実施期間を通じて新規参
入が発生し難い。すなわち、ネットワークのメンバー構成には経路依存性が存在する。 

 ③参加機関が長期的に変化しない状態として定義されるネットワークの固定性は、参加
機関が遠隔地にまたがるネットワークの広域性と負の相関を持つ。 

 ④プロジェクトの途中段階での新規参入は、概してネットワークを広域化させるととも
に、参加機関の属性を多様化させる傾向がある。 



 ⑤必要な情報・技術を提供できる機関や成果を実用化できる機関の参加が不足していた
と認識されたプロジェクトは、各々全体の 6%程度に過ぎない。参加機関の不足に対
する適切な認識自体が妨げられていたことを示す証跡は乏しい。 

 ⑥参加機関の不足を補う取組みを阻害する要因としては、所要の参加機関の所在が把握
できないといった情報の非対称性よりも、追加的な参加機関の決定を困難にするプロ
ジェクト自体の複雑性や不確実性の方が支配的である。 

 ⑦ネットワーク特性がどのような水準にあっても、参加機関の不足認知と一義的には結
び付かない。 

 ⑧分析対象としたプロジェクトの成果に関する平均的なイメージは、実用化までは約半
数のプロジェクトが到達するが、事業化まで到達するイノベーションとしての生存確
率は全体の４分の１に止まるというものである。 

 ⑨必要な情報・技術を提供できる参加機関に関する不足認知の有無は、成果の実用化の
可否と対応している。 

 ⑩参加機関の固定率に対して実用化の成功確率は U 字型の関係にある。実用化の成功確
率が高いネットワークの固定率は、平均値回りから正負の双方向に遠く離れて二極化
している。 

 
 以上のうち特に議論の余地がある問題（controversial issue）となる発見事実は⑩であるが、
これに対する整合的な解釈は、固定率の低さが実用化に有利に作用するケースと、逆にそ
の高さが有利に作用するケースとでは、開発課題となる技術の成熟度が異なるというもの
である。すなわち、当該課題の技術領域が高度に成熟している場合は、課題の解決に要す
る要素技術を保有するアクターは既に確定しているため、固定的な機関でプロジェクトを
組織することが可能であり、それが技術の実用化という目的に照らして適合的な組織編成
でもある。しかし、技術領域がまだ新興（emergent）段階にある場合は、新たに有用な技
術を有する参加機関を選択的に結集する方法が適合的となり、既往の提携関係に依拠した
組織編成は成果の達成に悪影響を及ぼすことになるという実態が、この発見事実に反映さ
れていると解釈することである。 
 すなわち、今回の分析結果が示した「組織間ネットワークによって取組まれるプロジェ
クトの成果が実用化に成功する確率は、参加メンバーの固定性が高いケースと低いケース
に二極化している」という現象は、技術領域の成長段階の差異に起因するものであり、い
かなる状況においても固定性の高さが有利に作用するとは限らないことを示唆している。
しかし、一方でネットワークのメンバー構成には経路依存性が存在するため、境界が固定
化する傾向は常に発生し得るであろう。この点に注意を喚起するため、我々は上記の現象
と傾向を、組織間ネットワークにおける「境界固定化の罠」と呼称した。 
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